
○能代市木造住宅耐震改修補助事業実施要綱 

平成２１年６月２３日 

告示第１０２号 

（趣旨） 

第１条 この告示は、地震による木造住宅の倒壊等の災害を未然に防止し、市民の安

全を確保するため、「能代市耐震改修促進計画」に基づいて行う木造住宅の耐震改

修に係る費用に対する補助金の交付に関し、必要な事項を定める。 

（定義） 

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定

めるところによる。 

（１） 耐震診断 「木造住宅の耐震診断と補強方法（改訂版）」（国土交通省住

宅局建築指導課監修、一般財団法人日本建築防災協会発行）に掲載されてい

る「一般診断法」に基づき、木造住宅の地震に対する安全性を診断し評価す

ることをいう。 

（２） 耐震診断士 秋田県木造住宅耐震診断技術者登録制度要綱に基づき、秋田

県知事が秋田県木造住宅耐震診断技術者として登録した者その他市長が同等

の技術を持つ者として認める者をいう。 

（３） 耐震改修工事 耐震診断の結果、上部構造評点が１．０未満のものを１．

０以上になるよう補強するため、耐震設計を行い補強する工事をいう。 

（４） 耐震改修工事費 耐震改修工事を実施するため必要な工事費をいう。 

（５） 木造戸建住宅 木造一戸建住宅（店舗等の用途を兼ねるもの（店舗等の用

に供する部分の床面積が延べ面積の２分の１未満のもの）を含む。）をいう。 

（平２１告示１３７・一部改正） 

（対象住宅） 

第３条 木造住宅耐震改修補助事業の対象となる住宅（以下「対象住宅」という。）

は、次に掲げる要件を満たしているものとする。 

（１） 能代市内に存すること。 

（２） 昭和５６年５月３１日以前に建築され、居住の用に供している木造戸建住

宅であること。 

（３） この告示に基づく耐震改修工事を過去に行っていないこと。 

（補助の要件） 

第４条 補助金の交付を受けることができる対象住宅の所有者（実質的に所有してい

ると認められる場合等を含む。以下「補助対象者」という。）は、次に掲げる要件

を満たしている者とする。 

（１） 耐震診断の結果、上部構造評点が１．０未満の対象住宅を所有している個



人であること。 

（２） この告示に基づく補助金の交付を過去に受けたことがないこと。 

（３） 本市の市税等を滞納していないこと。 

２ 前項の規定にかかわらず、市長は、特にやむを得ない事情があると認めるときは、

当該所有者等を補助対象者とすることができる。 

（補助金の額） 

第５条 補助金の額は、耐震改修工事費に１００分の２３を乗じて得た額（その額に

１，０００円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額）とし、限度額を

３０万円とする。 

（補助の範囲） 

第６条 補助金の交付は、予算の範囲内とする。 

（事前の相談） 

第７条 補助対象者は、補助金の交付を受けて耐震改修を行おうとするときは、耐震

診断士が行った耐震診断結果又はそれに代わる書類を添えて市長に相談（以下「事

前相談」という。）しなければならない。 

２ 市長は、前項の事前相談があった場合は、その内容を審査し、この事業の目的に

合致することを確認する。 

（交付申請） 

第８条 補助金の交付を受けようとする補助対象者は、補助金交付申請書（様式第１

号）に、各号に定める書類を添えて市長に補助金の交付申請をしなければならない。 

（１） 対象住宅の付近見取図 

（２） 耐震改修工事を行うために必要な図面（改修計画概要、配置図、改修前・

改修後の平面図、補強詳細図（壁仕様、金物・雑詳細図）等） 

（３） 耐震改修計画書（耐震改修の効果が確認できるもの） 

（４） 耐震改修工事に要する費用の見積書の写し 

（５） 固定資産課税台帳の写し（対象住宅の建築時期及び所有者が確認できる書

類） 

（６） 能代市納税証明書の写し 

（７） その他市長が必要と認める書類 

（平２１告示１３７・一部改正） 

（交付決定） 

第９条 市長は、前条の規定により補助金の交付の申請があったときは、当該申請の

内容を審査し、交付又は不交付を決定しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定により交付を決定したときは補助金交付決定通知書（様式第

２号）により、当該申請者（以下「補助事業対象者」という。）に通知しなければ



ならない。 

３ 市長は、第１項の規定により補助金の不交付を決定したときは補助金不交付決定

通知書（様式第３号）により、当該申請者に通知しなければならない。 

（交付の条件） 

第１０条 市長は、前条の規定により補助金の交付を決定する場合において、補助金

の交付目的を達成するため必要と認めたときは、次に掲げる事項につき条件を付す

るものとする。 

（１） 補助金の交付を受ける権利を第三者に譲渡し、又は担保に供してはならな

いこと。 

（２） この告示に基づく補助金の交付の対象となる事務又は事業（以下「補助事

業」という。）の内容の変更をする場合においては、市長の承認を受けるこ

と。 

（３） 補助事業を中止し、又は廃止する場合においては、市長の承認を受けるこ

と。 

（４） その他能代市補助金等の交付に関する規則（平成１８年能代市規則第４５

号）に従うこと。 

（申請の取下げ） 

第１１条 補助事業対象者は、第９条第２項の規定による通知を受けたのち、事情に

より補助事業を中止し又は廃止しようとする場合は、速やかに補助金交付申請取下

届（様式第４号）を市長に提出しなければならない。 

２ 前項の補助金交付申請取下届の提出があったときは、市長は、当該補助金の交付

の決定を取り消すものとする。 

（事業内容の変更） 

第１２条 補助事業対象者は、第９条第２項の規定による通知を受けたのち、事情に

より補助事業の内容を変更しようとするときは、速やかに補助金交付変更申請書（様

式第５号）により市長に申請しなければならない。 

２ 第９条及び第１０条の規定は、前項の場合に準用する。 

（事業の遂行） 

第１３条 補助事業対象者は、補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件その

他指示に従い、適切に事業を行わなければならない。 

（中間検査） 

第１４条 市長は、必要と認める場合においては工程を指定し、中間検査を実施する

ことができる。 

２ 市長は、当該耐震改修工事が適切に行われていないと認める場合には、補助事業

対象者に指導するものとする。この場合において、補助事業対象者が指導に従わな



い場合は、補助金交付決定を取り消すことができる。 

（完了報告） 

第１５条 補助事業対象者は、補助事業が完了したときは、速やかに完了実績報告書

（様式第６号）に、各号に定める書類を添えて市長に報告しなければならない。 

（１） 耐震改修工事の実施に関する契約書の写し 

（２） 耐震改修工事費の領収書の写し 

（３） 工事写真（施工箇所ごとの施工前、施工中及び完了時が確認でき、かつ、

主要材料の形状、寸法及び仕様が確認できるもの） 

（４） 耐震改修工事についての工事監理報告書 

（５） その他市長が必要と認める書類 

（平２１告示１３７・一部改正） 

（補助金の額の確定） 

第１６条 市長は、前条の規定による報告を受けた場合は、その報告に係る補助事業

の成果が補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合するものであるか

どうかについて確認を行い、適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確

定し、補助金額確定通知書（様式第７号）により当該補助事業対象者に通知しなけ

ればならない。 

（補助金の請求） 

第１７条 前条の規定による補助金の額の確定通知を受けた補助事業対象者は、請求

書（様式第８号）を市長に提出し、補助金を請求するものとする。 

（補助金の交付） 

第１８条 市長は、前条の請求があったときは、補助金を交付するものとする。 

（交付の取消し） 

第１９条 市長は、補助事業対象者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金

の交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

（１） 虚偽又は不正な手段により補助金の交付の決定を受けたことが判明したと

き。 

（２） 補助金を他の用途に使用したとき。 

（３） この告示の規定に違反したとき。 

２ 市長は、前項の規定に基づき補助金の交付の決定を取り消したときは、補助金交

付決定取消通知書（様式第９号）により補助事業対象者に対し通知するものとする。 

（補助金の返還） 

第２０条 市長は、補助金の交付の決定を取り消した場合において、当該取消しに係

る部分に関し、既に補助金が交付されているときは、補助金返還命令書（様式第１

０号）により期限を定めてその返還を命ずるものとする。 



（その他） 

第２１条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

この告示は、平成２１年６月２３日から施行する。 

附 則（平成２１年１０月６日告示第１３７号） 

この告示は、平成２１年１０月６日から施行する。 

附 則 

この告示は、令和３年７月１日から施行する。 

  


